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1 目的 

1-1 調査の目的 

市街地状況調査は、震災対策の調査研究や消防力の配備等に関する基礎資料として、

東京都震災対策条例（平成 12 年東京都条例第 202 号）第 12 条に基づき､おおむね 5 年

ごとに実施しています。 
 

1-2 これまでの経緯 

これまでの調査状況は、表 1.1 に示します。 

 

表 1.1 市街地状況調査状況 

発表年 第 1 回 第 2 回 第 3 回 第 4 回 第 5 回 

特別区 昭和 48 年 昭和 56 年 昭和 61 年 
平成 2 年 平成 7 年 

市町村 昭和 52 年 昭和 58 年 昭和 63 年 

2 調査内容 

東京都都市整備局が所管する東京都都市計画地理情報システムデータ等をもとに地図

データの変換や加工を行い、250m メッシュ別、町丁目別、消防署別及び区市町村別等に

集計しました。 
 

2-1 使用した資料 

本調査において主に使用した資料について表 2.1 に示します。これらのデータの使用

に関しては、関係各部の承認を受けています。 
（承認番号 30 都市政土第 386 号、30 都市基交第 362 号） 
 

表 2.1 活用した地形データの一覧 

データ名称 データ所管 データ作成時期 データ形式 

東京都都市計画情報 

システムデータベース 

東京都都市づくり政策基盤部 

都市計画課 
平成 28、29 年度 Shape ファイル形式 

東京都縮尺 1/2500 地形図 

構造化データ 

東京都都市基盤部 

交通企画課 
平成 27 年度 Shape ファイル形式 

市街地状況調査 

第 9 回調査報告書 

東京消防庁防災部 

震災対策課 
平成 27 年度 Shape ファイル形式 

  

発表年 第 6 回 第 7 回 第 8 回 第 9 回 第 10 回 

特別区 
平成 12 年 平成 17 年 平成 22 年 平成 27 年 平成 30 年 

市町村 


	1 目的
	1-1 調査の目的
	1-2 これまでの経緯

	2 調査内容
	2-1 使用した資料
	2-2 調査の対象区域
	⑴ メッシュ基準点
	⑵ 250mメッシュ番号

	2-3 集計項目に関わる用語の定義
	⑴ 調査対象地域および面積
	⑵ 建築物（木造建築物、防火造建築物、準耐火造建築物及び耐火造建築物）
	⑶ 構造別建築物棟数
	⑷ 構造別の平均階数
	⑸ 建築物混成率（混成率）
	⑹ 平均建ぺい率（構造別及び全建築物）
	⑺ メッシュ建ぺい率（構造別及び全建築物）
	⑻ 平均延焼速度比
	⑼ 容積率
	⑽ 震災時通行可能道路率（道路率）
	⑾ 空地率
	⑿ 代表町丁目

	2-4 市街地状況基礎データの作成
	⑴ 建築物データの変換・集計作業
	⑵ 震災時通行可能道路データ
	① 道路抽出ポリゴンの作成
	② 道路の変化個所作成
	③ リンク・ノードデータ作成
	④ 震災時通行可能道路作成

	⑶ 空地データ
	⑷ 町丁目区域データ
	⑸ 消防署管轄区域データ
	⑹ 道路閉塞確率データ
	⑺ 延焼クラスタデータ


	① 外壁が耐火構造で屋根が不燃材料（コンクリート、鉄鋼、アルミ、煉瓦、ガラス等）でできている建築物
	② 柱および梁が不燃材料で、外壁および屋根が防火構造でできている建築物
	③ 防火被覆した木構造の建築物
	3 調査結果の概要
	3-1 構造別建築物棟数
	⑴ 特別区
	⑵ 市町村

	3-2  構造別の棟数比率
	⑴ 特別区
	⑵ 市町村

	3-3 250mメッシュ別の建築物棟数
	⑴ 特別区
	⑵ 市町村

	3-4 階層
	⑴ 特別区
	⑵ 市町村

	3-5 平均階数
	⑴ 特別区
	⑵ 市町村

	3-6 混成率
	⑴ 特別区
	⑵ 市町村

	3-7  平均建ぺい率
	⑴ 特別区
	⑵ 市町村

	3-8  容積率
	⑴ 特別区
	⑵ 市町村

	3-9  震災時通行可能道路率
	⑴ 特別区
	⑵ 市町村

	3-10  空地率
	⑴ 特別区
	⑵ 市町村

	3-11  延焼速度比
	⑴ 特別区
	⑵ 特別区


	4  区市町村別にみた市街地の特徴
	4-1 特別区・市町村における地域特性
	⑴ 特別区
	⑵ 市町村

	4-2  経年変化
	⑴ 特別区
	⑵ 市町村





